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    木 下 賢 吾    東北大学大学院情報科学研究科教授、 
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  ※ 大曲委員は、前身事業で実施している課題に参画しており、利害関係者のため、評

価に加わらない。 
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感染症研究のすそ野を広げるための基盤強化推進事業の概要 

 

１． 課題実施期間及び評価時期   

令和９年度～令和 13年度 

中間評価 令和 11年度、事後評価 令和 14年度を予定 

 

２． 研究開発目的・概要 

次頁資料を参照 

 

３． 予算（概算要求予定額）の総額 

年度 Ｒ９(初年度) 

概算要求予定額 調整中 

 

 

４． その他 

本事業では、厚生労働省が実施している「新興・再興感染症に対する革新的医薬品等開

発推進研究事業」と連携し、感染症対策に不可欠な基礎研究を推進するとともに、その成

果をより効率的・効果的に診断薬・ワクチン・治療薬開発等につなげることで、感染症対

策の強化を行う。 

また、「感染症危機対応医薬品等品等（ワクチン、治療薬、診断薬等）開発・生産体制強

化戦略」（令和８年３月閣議決定）にモニタリング体制の拡充を図る旨の記載がされてい

る。 

研究データについては、国立研究開発法人日本医療研究開発機構（AMED）が策定した「AMED

研究データ利活用に係るガイドライン」を本事業に適用し、研究データの管理・利活用に

関して取り組んでいる。 
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事前評価票 

 

（令和８年８月現在） 

１．課題名 感染症研究のすそ野を広げるための基盤強化推進事業 

２．開発・事業期間 

令和９年度～  令和 13年度 

中間評価 令和 11年度、事後評価 令和 14年度を予定 

３．課題概要 

（１）関係する分野別研究開発プラン名と上位施策との関係  

プラン名 ライフサイエンス分野研究開発プラン 

プランを推進するに

あたっての大目標 

健康・医療・ライフサイエンスに関する課題への対応（施策目標９-３） 

概要：「生命現象の統合的理解」を目指した研究を推進するとともに、「先

端的医療の実現のための研究」等の推進を重視し、国民への成果還元を抜

本的に強化する。 

プログラム名 

感染症プログラム 

概要：幅広く感染症を対象とした基礎研究と人材育成等を推進する。ま

た、「健康医療戦略」・「感染症危機対応医薬品等（ワクチン、治療薬、診

断薬等）開発・生産体制強化戦略」に基づき、感染症危機対応医薬品等の

感染症有事の迅速な開発を念頭に平時からの研究開発体制を構築し、産

学官連携による研究開発を促進する。 

上位施策 

・健康医療戦略（令和７年２月 18日閣議決定） 

・医療分野研究開発推進計画（令和７年２月 18日健康・医療戦略推進本

部決定） 

・感染症危機対応医薬品等 （ワクチン、治療薬、診断薬等） 開発・生産

体制強化戦略（令和８年３月 24日閣議決定） 

・統合イノベーション戦略２０２６（令和８年７月閣議決定） 

 

（２）目的 

我が国においては、衛生状態の改善や医療技術の進歩等により感染症の死亡者数が減少

し、感染症の脅威が国民に実感されにくい状況となっている。一方で、新型コロナウイル

ス感染症の世界的流行が示したように新たな病原体の出現や国内では患者数が減少してい

た感染症の再流行など、感染症のリスクは依然として存在しており、国際的な人の移動や

物流の活発化に伴い感染症の流入リスクは上昇している。このような状況の下、感染症の

国内流入の防止や、流入時の対応に必要な感染症研究の基盤を維持、強化するためには感

染症研究を担う人材を継続的かつ幅広に育成することが不可欠である。 

これらのことから、感染症研究を担う人材を継続的かつ幅広に育成することで感染症研

究の底上げを行うことを目的として、令和９年度から、「感染症研究のすそ野を広げるため

の基盤強化推進事業」（以下「本事業」という。）を実施する。 
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（３）概要 

本事業では、感染症の流行状況が異なる海外研究拠点における研究活動、ならびに当該

拠点を活用した研究や、多分野融合研究への支援等を通じて、感染症を幅広く対象とした

基礎研究と人材育成を推進する。 

 

〇海外研究拠点における研究の推進 

 海外研究拠点を設置し、我が国では入手困難な病原体や検体等を用いた研究を実施する

とともに、現地でしか研究することができない疫学研究等の基礎研究を実施する。また、

海外研究拠点設置国と連携を行い、当該国においても有益な活動を実施することにより、

我が国のプレゼンスの強化を図る。さらに、感染症有事の際に現地で入手された病原体の

データ等を国内の研究者と共有すること等による我が国の健康医療安全保障への貢献も期

待される。なお、海外で取得された病原体等を日本国内に共有する取組は、国際保健規則

（IHR）や WHOパンデミック協定を巡る議論の動向も踏まえて、当該国との信頼関係の下、

実施する必要がある。 

 

〇モニタリング体制の強化 

海外研究拠点間のネットワークの強化・充実を図るとともに、感染症関連情報の収集体

制の確保を目的としてネットワークコア拠点を設置する。海外研究拠点設置国と海外研究

拠点の連携を行うとともに、海外研究拠点間における共同研究の推進を支援する。さらに、

政府による平時からの感染症対応能力の強化に資するため、拠点設置国における感染症情

報のモニタリングを行う。 

 

〇高度安全実験施設（BSL4施設）の稼働に向けた取組 

 エボラウイルス、ラッサウイルス等の病原性の高いウイルスによる感染症に係る研究開

発及び病原性の高いウイルスを扱うことのできる人材の育成に取り組む。世界最高水準の

安全性を備え、日本唯一の研究を主目的とした BSL4 施設を中核とした研究開発基盤の整

備をするとともに、国内の研究機関と連携し、病原性の高いウイルスによる感染症に係る

基礎研究を実施・支援する。 

 

〇海外研究拠点の活用研究領域 

 海外研究拠点を運営する大学や研究機関に所属する研究者だけではなく、海外研究拠点

を持たない機関に所属する研究者にも海外研究拠点で得られる検体及び情報等を活用した

研究の機会を提供することで、創薬標的の探索、病原体等の伝播様式の解明及び流行予測

等の基礎研究並びに、人材・検体・情報などの研究資源を共有した研究を実施し、感染症

研究のすそ野を広げ、新たな知見を創出する。 

 

〇多分野融合研究領域 

 感染症研究者と感染症分野以外の多様な分野の研究者の参画と分野間連携を促進し、最

先端技術を活用した研究や、感染症専門医が臨床の中で生じた疑問を基礎研究によって解

明するリバース・トランスレーショナル・リサーチを推進し、既存の概念を覆す可能性の
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ある野心的・挑戦的な研究を実施する。 

 

プログラム全体に関連する 

アウトプット指標 

過去３年程度の状況 

令和９年 令和 10年 令和 11 年 

研究課題の支援件数 ― ― ― 

 

プログラム全体に関連する 

アウトカム指標 

過去３年程度の状況 

令和９年 令和 10年 令和 11 年 

論文件数（Top1％） ― ― ― 

成果の他事業や企業への導出件数 ― ― ― 
 

４．各観点からの評価 

（１）必要性 
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評価項目 評価基準 

社会的価値（安全・安

心で心豊かな社会等）

の創出 定性的 

国境を越えて感染症が拡大するリスクに備えた感染症研

究や、海外の感染症の流行状況のモニタリングとなって

いるか。 

また、日本のプレゼンス向上につながる海外研究拠点設

置国等と連携及び共同研究を実施しているか。 

国費を用いた研究開

発としての意義（研究

目的への適合性） 

定性的 

研究開発費の投資による成果が、健康・医療戦略、医療

分野の研究開発推進計画等の政府方針に合致している

か。 

 

本事業は、「健康・医療戦略」（令和 7年 2月閣議決定）に基づく AMEDの統合プロジェク

トである「感染症プロジェクト」の一つとして実施され、「健康・医療戦略」や「感染症危

機対応医薬品等品等（ワクチン、治療薬、診断薬等）開発・生産体制強化戦略」（令和８年

３月閣議決定）（以下「MCM戦略」という。）において、幅広く感染症の基礎研究等を推進す

るとともに次なる感染症有事に備え、平時から海外研究拠点の活動を維持・発展させるこ

との必要性や、感染症対策に資する研究、人材確保、BSL4に関する研究支援等の推進の必

要性、モニタリング体制の強化を行うことの必要性が指摘されている。さらに、ライフサ

イエンス委員会の下に設置された「感染症研究の推進に関する作業部会」においても、感

染症モニタリング体制の高度化、海外研究拠点間の連携の強化、海外研究拠点を活用した

国内で実施が困難な感染症に関する基礎研究等の継続や国内外の感染症研究者の人材育成

等の重要性が示されている。 

このように、我が国の感染症に関する基礎研究の研究能力・研究者の人材育成を行う政

策的な要請は引き続き高く、本事業により、感染症研究を担う人材の育成を進めるととも

に、若手研究者や異分野の研究者等の新規参入を促進するなど、感染症研究者の裾野を拡

大し研究基盤を確保する取組を行う必要がある。 

また、長崎大学の BSL4 施設については、「国際的に脅威となる感染症対策の強化のため

の国際連携等に関する基本戦略」（令和５年４月７日国際的に脅威となる感染症対策の強化

のための国際連携等関係閣僚会議決定）において、長崎大学における BSL4 施設の研究体

制の整備や人材育成を行うことによる、感染症研究の着実な推進を図ることの必要性が示

されている。 

 

 

（２）有効性 

評価項目 評価基準 

新しい知の創出への

貢献 定性的 

「感染症危機対応医薬品等（ワクチン、治療薬、診断薬

等）開発・生産体制強化戦略」等の国家戦略に貢献する

研究成果が創出されるか。 

定性的 
本事業を実施することで、感染症分野における基礎研究

及び人材育成の裾野拡大につながるか。 

 

国内に症例のない感染症の研究を行うためには、海外の感染症流行地において臨床検体
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等を収集する必要があり、現地の研究機関や医療機関など関係機関との確実な連携が必須

となる。海外研究拠点を設置して研究を実施することで、国内で実施が困難な研究の推進

に有効である。また、感染症流行時に現地でなければ入手できない情報や検体へのアクセ

スが可能となり、研究開発のさらなる推進に有効であると考えられる。 

さらに、本事業では、海外研究拠点を運営しない他の大学・研究機関等に所属する研究

者も含めた感染症研究者が、海外研究拠点を活用し、創薬標的の探索、病原体等の伝播様

式の解明及び流行予測等の基礎研究並びに、人材・検体・情報などの研究資源を共有した

大規模共同研究を実施することも可能としており、研究者層の拡大や新たな研究成果の創

出が進み、我が国の感染症研究の裾野拡大と人材育成に大きく貢献する。 

また、海外研究拠点設置国と海外研究拠点間での共同研究の推進することで、設置国の

感染症対策に貢献し、日本のプレゼンス向上につながる。 

加えて、MCM 戦略において、充実が必要とされている感染症モニタリングについても、

本事業において海外研究拠点を活用したネットワークコア拠点において実施することによ

り、MCM 開発に必要な情報を効果的に収集し、関係機関に共有することで感染症インテリ

ジェンスの強化につながるとともに、関係する人材育成にも貢献できるものと期待される。 
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（３）効率性 

評価項目 評価基準 

計画・実施体制の妥当

性 
定性的 

目標達成に向けて、効果的・効率的な研究が推進できる

計画・実施体制等が構築できているか。 

  

 

設置が限られる海外研究拠点をより効率的に活用するため、海外研究拠点を有しない機

関に所属する研究者に対しても、海外研究拠点で得られる検体や情報等を活用した研究機

会を提供するだけではなく、各拠点の海外研究者や関係者等が参加する海外拠点ネットワ

ーク会議を開催して、海外研究拠点間の連携強化や拠点運営上の課題・ノウハウの共有を

進めることで、より効率的な研究成果の創出が期待される。 

また、感染症分野以外の多様な分野の研究者の参画と分野間連携を促進することで、イ

ノベーティブで効率的・効果的な研究開発が可能となる研究を推進するとともに、感染症

研究に関わる人材を効率的に育成することが期待できる。 

また、本事業は、AMED の下でプログラムディレクター（PD）、プログラムスーパーバイザ

（PS）、およびプログラムオフィサー（PO）による進捗管理体制の下で、事業の運営を行う

ことを想定している。具体的には、採択された各課題に対し担当 POを配置するとともに各

課題について班会議を開催し、PSPOへ進捗を報告することを予定しており、これにより、

多角的な観点から各課題の進捗状況を踏まえ、研究計画の変更も踏まえた柔軟な研究開発

の推進を行う。 

 

 

５．総合評価 

（１）評価概要 

以上のことから、本事業は幅広く感染症の基礎研究及び人材育成の裾野を広げるもので

あるとともに、海外研究拠点の拠点設置国及びその周辺の地域で連携を進め、感染症有事

が発生した際にも研究協力を行うことで、相互の利益に資する活動を実施することができ、

結果として日本のプレゼンス強化につながるものである。また、海外研究拠点とネットワ

ークコア拠点の連携により、モニタリング体制の基盤を強化することで、政府全体の感染

症インテリジェンス強化につながる。 

 

（２）科学技術・イノベーション基本計画等の上位施策への貢献見込み 
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第７期「統合イノベーション戦略」（令和８年７月閣議決定）において、先端医療関連技

術が重点 17 分野の一つとして位置づけられており、気候変動等により感染症リスクが高

まる中、海外研究拠点の機能強化や異分野融合研究等の推進を図ることで、感染症に係る

科学的知見の創出や人材の育成・確保につなげることが必要であるとされている。さらに、

ＭＣＭ戦略においては、感染症危機対応医薬品等の開発・供給を可能にする体制の構築に

必要な９つの一つに、「モニタリング体制の拡充」があり、これは本事業が担っている。ま

た、「健康・医療戦略」（令和７年２月）の感染症プロジェクトにおいては、新興・再興を

含む幅広い感染症の研究推進が掲げられており、本事業は感染症分野において幅広く感染

の基礎研究及び人材育成を実施するものである。 

 

（３）本課題の改善に向けた指摘事項 

なし 

 

（４）その他 

なし 

 

 

 
 

 




